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(57)【要約】
【課題】本件発明の課題は、大型の撮像素子に適用する
ことができ、焦点距離が長く、且つ、良好な光学性能を
有する小型の光学系及び撮像装置を提供することにある
。
【解決手段】上記課題を解決するため、本件発明に係る
光学系は、最も結像面側に、結像面と空気間隔を隔てて
両凹形状のレンズＬｒが配置され、所定の条件を満足す
ることを特徴とする光学系を提供する。また、上記課題
を解決するため、本件発明に係る撮像装置は、当該光学
系を用いるものとする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　最も結像面側に、結像面と空気間隔を隔てて両凹形状のレンズＬｒが配置され、以下の
条件を満足することを特徴とする光学系。
　　０．８０　＜　ｆｂ／（ｆ×ｔａｎω）　＜　１．４０　・・・（１）
　－０．５０　＜　ｆＬｒ／ｆ　＜　－０．１０　　　　　　・・・（２）
　但し、
　ｆｂ　：前記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面から前記結像面までの空気換算長
　ｆ　　：当該光学系の焦点距離
　ω　　：当該光学系の半画角
　ｆＬｒ：前記両凹形状のレンズＬｒの焦点距離
【請求項２】
　以下の条件を満足する負の屈折力を有するレンズを少なくとも１枚有する請求項１に記
載の光学系。
　　１．８３　＜　Ｎｄｎ　・・・（３）
　但し、
　Ｎｄｎ　：前記負の屈折力を有するレンズのｄ線における屈折率
【請求項３】
　前記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件を満足する請求項１又は請求項２に記載の光
学系。
　－３．２０　＜　ｆＬｒ／（ｆ×ｔａｎω）　＜　－０．９５　・・・（４）
【請求項４】
　前記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件を満足する請求項１から請求項３のいずれか
一項に記載の光学系。
　－０．９０＜（ＣｒＬｒｆ＋ＣｒＬｒｒ）／（ＣｒＬｒｆ－ＣｒＬｒｒ）＜０．１５　
・・・（５）
　但し、
　ＣｒＬｒｆ ：前記両凹形状のレンズＬｒの最も物体側の面の曲率半径
　ＣｒＬｒｒ ：前記両凹形状のレンズＬｒの最も結像面側の面の曲率半径
【請求項５】
　当該光学系において、以下の条件を満足する請求項１から請求項４のいずれか一項に記
載の光学系。
　０．２０　＜　ｔａｎθＹ１０　＜　０．６５　・・・（６）
　但し、
　θＹ１０　：メリジオナル断面上において、半画角ωの光線の主光線が結像面に入射す
る角度
【請求項６】
　前記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面が、以下の条件を満足する請求項１から請求
項５のいずれか一項に記載の光学系。
　０．１０　＜　ＣｒＬｒｒ／ｆ　＜　４．００　・・・（７）
　但し、
　ＣｒＬｒｒ ：前記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面の曲率半径
【請求項７】
　前記両凹形状のレンズＬｒと空気間隔を隔てて物体側に配置されるレンズが両凸形状で
ある請求項１から請求項６のいずれか一項に記載の光学系。
【請求項８】
　前記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件を満足する請求項１から請求項７のいずれか
一項に記載の光学系。
　１．４０　＜　βＬｒ　＜　１．７０　・・・（８）
　但し、
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　βＬｒ　：　前記両凹形状のレンズＬｒの横倍率
【請求項９】
　当該光学系において最も物体側に配置される面が以下の条件を満足する請求項１から請
求項８のいずれか一項に記載の光学系。
　０．１０　＜　ＣｒＬ１ｆ／ｆ　＜　４．００　・・・（９）
　但し、
　ＣｒＬ１ｆ　：　当該光学系において最も物体側に配置される面の曲率半径
【請求項１０】
　当該光学系が物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群、負の屈折力を有する
第２レンズ群、正の屈折力を有する第３レンズ群から構成され、前記第２レンズ群を被写
体の距離に応じて光軸方向に移動させることで合焦を行う請求項１から請求項９のいずれ
か一項に記載の光学系。
【請求項１１】
　前記第２レンズ群が以下の条件を満足する請求項１０に記載の光学系。
　―８．０　＜　｛１－（β２×β２）｝×β３×β３　＜　－０．５　・・・（１０）
　但し、
　β２　：　前記第２レンズ群の横倍率
　β３　：　前記第３レンズ群の横倍率
【請求項１２】
　前記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径と、前記両凹形状のレンズＬｒと空
気間隔を隔てて物体側に配置されるレンズ面の有効半径と、が以下の条件を満足する請求
項１から請求項１１のいずれか一項に記載の光学系。
　１．００　＜　Ｈｐｒ／Ｈｒｆ　・・・（１１）
　但し、
　Ｈｐｒ　：　前記両凹形状のレンズＬｒと空気間隔を隔てて物体側に配置されるレンズ
面の有効半径
　Ｈｒｆ　：　前記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径
【請求項１３】
　請求項１から請求項１２のいずれか一項に記載の光学系と、当該光学系の像側に、当該
光学系によって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴
とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学系及び撮像装置に関し、特に、デジタルスチルカメラやデジタルビデオ
カメラ等の固体撮像素子（ＣＣＤやＣＭＯＳ等）を用いた撮像装置に好適な光学系及び撮
像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、デジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ、一眼レフカメラ、ミラーレ
ス一眼カメラ等の固体撮像素子を用いた撮像装置が普及している。特に、近年では、ミラ
ーレス一眼カメラ等と称される小型のレンズ交換式の撮像装置の普及が著しい。小型のレ
ンズ交換式の撮像装置では、一般に、光学式ファインダーや、位相差センサ、これらに光
路を導くためのリフレックスミラー等を省くことにより、バックフォーカスを短縮化し、
交換レンズ部分を含む撮像装置全体の小型化、軽量化を図っている。
【０００３】
　小型のレンズ交換式の撮像装置の急速な普及に伴い、これらの撮像装置にあっても画素
数が多く、より高性能な大型の固体撮像素子が用いられるようになってきている。それに
伴い、大型の固体撮像素子に適用可能な結像性能の高い小型のレンズ交換式の撮像装置用
の光学系が求められている。例えば、特許文献１には、３５ｍｍ版相当の固体撮像素子に
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適用可能な光学系が提案されている。小型のレンズ交換式撮像装置において、固体撮像素
子の大型化を図った場合、バックフォーカスが長くなり、光学系の全長方向及び径方向の
いずれも大きくなる傾向にある。しかしながら、当該特許文献１に記載の光学系は、従来
の小型の固体撮像素子を用いたときと同程度のバックフォーカスを維持しつつ、結像性能
の高い光学系を実現している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１６－９０７４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、レンズ交換式の撮像装置では、焦点距離のより長い望遠系光学系に対する要
望が大きい。小型のレンズ交換式の撮像装置において、このような要望に応えるには、光
学系の全長方向及び径方向の大型化が避けられない。上記特許文献１に記載の光学系は、
全長方向及び径方向の小型化を実現しているが、焦点距離が２８ｍｍであり、長焦点距離
化の点で十分ではない。
【０００６】
　また、特許文献１に記載の光学系は、射出瞳が像面から近い焦点距離の短い光学系に適
用することを前提としている。そのため、当該光学系を、射出瞳が像面から遠い焦点距離
の長い光学系に適用した場合、最終レンズの大型化が避けられず、光学系の小型化を十分
に図ることができない。
【０００７】
　そこで、本件発明の課題は、大型の撮像素子に適用することができ、焦点距離が長く、
且つ、良好な光学性能を有する小型の光学系及び撮像装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本件発明に係る光学系は、最も結像面側に、結像面と空気
間隔を隔てて両凹形状のレンズＬｒが配置され、以下の条件を満足することを特徴とする
。
【０００９】
（１）　　０．８０　＜　ｆｂ／（ｆ×ｔａｎω）　＜　１．４０
（２）　－０．５０　＜　ｆＬｒ／ｆ　＜　－０．１０
　但し、
　ｆｂ　：前記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面から前記結像面までの空気換算長
　ｆ　　：前記光学系の焦点距離
　ω　　：前記光学系の半画角
　ｆＬｒ：前記両凹形状のレンズＬｒの焦点距離
【００１０】
　また、上記課題を解決するために、本件発明に係る撮像装置は、上記本件発明に係る光
学系と、当該光学系の像側に、当該光学系によって形成された光学像を電気的信号に変換
する撮像素子とを備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本件発明によれば、大型の撮像素子に適用することができ、焦点距離が長く、且つ、良
好な光学性能を有する小型の光学系及び撮像装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本件発明の実施例１の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成例を示す断面図
である。
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【図２】実施例１の光学系の無限遠合焦時における球面収差図、非点収差図及び歪曲収差
図である。
【図３】本件発明の実施例２の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成例を示す断面図
である。
【図４】実施例２の光学系の無限遠合焦時における球面収差図、非点収差図及び歪曲収差
図である。
【図５】本件発明の実施例３の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成例を示す断面図
である。
【図６】実施例３の光学系の無限遠合焦時における球面収差図、非点収差図及び歪曲収差
図である。
【図７】メリジオナル断面上において、半画角ωの光線の主光線が結像面に入射する角度
を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本件発明に係る光学系及び撮像装置の実施の形態を説明する。但し、以下に説明
する当該光学系及び撮像装置は本件発明に係る光学系及び撮像装置の一態様であって、本
件発明に係る光学系及び撮像装置は以下の態様に限定されるものではない。
【００１４】
１．光学系
１－１．光学系の構成
　まず、本件発明に係る光学系の実施の形態を説明する。本件発明に係る光学系は、最も
結像面側に、結像面と空気間隔を隔てて両凹形状のレンズＬｒが配置され、後述する条件
式（１）及び条件式（２）で表される所定の条件を満足することを特徴とする。まず、本
件発明に係る光学系の構成について説明し、条件式に関する事項は後で説明するものとす
る。当該構成を採用すると共に、所定の条件式で表される条件を満足させることにより、
大型の撮像素子に適用することができ、焦点距離が長く、且つ、良好な光学性能を有する
小型の光学系及び撮像装置を提供することができる。
【００１５】
（１）レンズＬｒ
　本件発明に係る光学系では、最も結像面側に上記レンズＬｒを配置すること、すなわち
最も結像面側に負の屈折力を有するレンズを配置することで、射出瞳位置を結像面側に近
づけることが可能になり、最も結像面側に配置されるレンズＬｒの径の小型化を実現する
ことができる。このため、当該光学系の径方向の小型化を図ることができる。
【００１６】
　また、当該光学系において、最終レンズを負の屈折力を有する上記レンズＬｒとするこ
とにより、テレフォト型のパワー配置とすることができ、当該光学系の望遠化を図ること
が容易になる。さらに従来よりも大型の固体撮像素子を用いた場合も（例えば、３５ｍｍ
版相当の固体撮像素子を用いた場合等も）、ミラーレスカメラに好適な、例えば約１５ｍ
ｍ～３０ｍｍ程度のバックフォーカスを維持することができる。これらのことから、当該
光学系の光学全長方向の小型化を図ることができる。
【００１７】
　また、当該光学系の最も結像面側に配置されるレンズＬｒを両凹形状とすることにより
、すなわち、物体側の面及び結像面側の面をそれぞれ負の屈折力を有する面とすることに
より、各面の屈折力を強くしすぎることなく、最終レンズの屈折力を強くすることができ
る。そのため、テレフォト型のパワー配置を強めたときも、各面で発生するコマ収差を小
さくすることができ、結像性能の高い光学系を得ることが容易になる。
【００１８】
　ここで、当該レンズＬｒは両凹形状であればよく、当該レンズＬｒは単レンズ、接合レ
ンズ、複合非球面レンズ、ガラスモールド非球面レンズ等のいずれのレンズであってもよ
い。すなわち、当該レンズＬｒは、その最も物体側の面が物体側に凹であり、その最も結
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像面側の面が結像面側に凹であり、最も物体側の面と最も結像面側の面との間に空気間隔
を有しないレンズであればどのようなレンズであってもよい。
【００１９】
（２）レンズＬｒの物体側に配置されるレンズ
　当該光学系において、上記両凹形状のレンズＬｒと空気間隔を隔てて物体側に配置され
るレンズが両凸形状であることが好ましい。上述したとおり、当該光学系では、その最も
結像面側に上記レンズＬｒを配置することにより、結像面の大きさに対して当該レンズＬ
ｒの径の小型化を図っている。しかしながら、当該レンズＬｒは両凹形状であり、当該光
学系の最も結像面側に強い負の屈折力を配置することになる。そのため、像面湾曲を小さ
くする上でペッツバール和を小さくする必要がある。そこで、当該両凹形状のレンズＬｒ
の物体側に、当該レンズＬｒと空気間隔を隔てて、両凸形状のレンズを配置することによ
り、この両凹形状のレンズＬｒが有する負の屈折力が、両凸形状のレンズが有する正の屈
折力により打ち消されて、ペッツバール和が補正され良好な像面性を実現できる。　
【００２０】
（２）具体的構成例
　本件発明に係る光学系の具体的な構成は特に限定されるものではないが、焦点距離の長
い望遠系の光学系を提供するという観点から、物体側に正の屈折力を配置し、結像面側に
負の屈折力を配置することが好ましい。例えば、当該光学系を物体側から順に、正の屈折
力を有する第１レンズ群、負の屈折力を有する第２レンズ群、及び、正の屈折力を有する
第３レンズ群から構成され、前記第２レンズ群を被写体の距離に応じて光軸方向に移動さ
せることで合焦を行う構成とすることが好ましい。
【００２１】
　当該光学系において最も物体側に配置される第１レンズ群に正の屈折力を持たせ、当該
第１レンズ群により入射光を収束させることにより、第２レンズ群を構成するレンズの径
を小さくすることができる。そして、第２レンズ群に負の屈折力を持たせることにより、
テレフォト型のパワー配置とすることができ、焦点距離に比して光学全長を短くすること
ができ、当該光学系の小型化を実現することがより容易になる。また、第２レンズ群に負
の屈折力を持たせることにより、第２レンズ群の軽量化を図ることができる。そして、当
該光学系において、最も結像面側に配置される第３レンズ群に正の屈折力を持たせている
ため、当該第３レンズ群により入射光束を収束することができる。そのため、当該光学系
の大口径化を図ることができる。
【００２２】
　また、上記パワー配置を採用しつつ、第２レンズ群をフォーカス群とすることにより、
フォーカス群の小型化及び軽量化を図ることができる。そのため、フォーカス群を駆動す
るための駆動機構の小型化及び軽量化を図ることができる。
【００２３】
　さらに、第１レンズ群及び第３レンズ群に正の屈折力を持たせることで、第２レンズ群
に強い負の屈折力を持たせることができるため、合焦時の第２レンズ群の移動量を小さく
することができるため、光学全長の小型化を図ることができる。また、フォーカス群の小
型化及び軽量化が図られており、且つ、合焦時の移動量を小さくすることができるため、
迅速な合焦動作を実現することができる。
【００２４】
１－２．条件式
　次に、当該光学系が満たすべき条件、又は、満足することが好ましい条件について説明
する。
【００２５】
　当該光学系は、以下の条件式（１）及び条件式（２）を満足することを特徴とする。
　条件式（１）：　０．８０　＜　ｆｂ／（ｆ×ｔａｎω）　＜　１．４０
　条件式（２）：－０．５０　＜　ｆＬｒ／ｆ　＜　－０．１０
　但し、
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　ｆｂ　：当該両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面から結像面までの空気換算長
　ｆ　　：当該光学系の焦点距離
　ω　　：当該光学系の半画角
　ｆＬｒ：当該両凹形状のレンズＬｒの焦点距離
【００２６】
１－２－１．条件式（１）
　上記条件式（１）は、バックフォーカスと、結像面の大きさとに関する式である。ここ
で、上記両凹形状のレンズＬｒが光軸方向に沿って移動可能に構成されている場合、当該
両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面から結像面までの空気換算長ｆｂ、当該光学系の焦
点距離ｆ及び当該光学系の半画角ωは、それぞれ当該光学系において当該両凹形状のレン
ズＬｒが最も結像面に近い位置にあるときの値をいう。条件式（１）を満足させることに
より、結像面の大きさに対して、当該両凹形状のレンズＬｒの径を小さく維持しつつ、バ
ックフォーカスを短くすることが可能になる。従って、従来よりも大型の固体撮像素子を
用いた場合も、当該光学系において最も結像面側に配置される当該レンズＬｒの径を小さ
く維持しつつ、従来と同程度のバックフォーカスを維持することができる。そのため、当
該光学系の光学全長方向及び径方向の小型化を図ることができる。
【００２７】
　これに対して、条件式（１）の数値が上限値以上になると、結像面の大きさに対して、
バックフォーカスが長くなるため、従来よりも大型の個体撮像素子を用いた場合に、光学
全長の小型化を図ることができず、好ましくない。一方、条件式（１）の数値が下限値以
下になると、結像面の大きさに対して、バックフォーカスが短くなりすぎる。この場合、
当該両凹形状のレンズＬｒの径を大きくする必要があるため、当該光学系の径方向の小型
化を図ることができず、好ましくない。
【００２８】
　これらの効果を得る上で、条件式（１）において、その下限値は０．８２であることが
好ましく、０．８５であることがより好ましく、０．９１であることが更に好ましい。ま
た、条件式（１）において、その上限値は１．３９であることが好ましく、１．３８であ
ることがより好ましく、１．３７であることが更に好ましい。
【００２９】
１－２－２．条件式（２）　　
　上記条件式（２）は、当該光学系の焦点距離に対する当該両凹形状のレンズＬｒの焦点
距離の比を規定する式である。ここで、条件式（１）の場合と同様に、上記両凹形状のレ
ンズＬｒが光軸方向に沿って移動可能に構成されている場合、当該光学系の焦点距離ｆは
、当該光学系において当該両凹形状のレンズＬｒが最も結像面に近い位置にあるときの値
をいう。条件式（２）を満足させることにより、当該光学系の焦点距離に対して、当該両
凹形状のレンズＬｒの焦点距離が適正な範囲内となり、収差補正等を行う上で好ましく、
当該レンズＬｒの径を小さく維持することができる。そのため、良好な光学性能を有する
小型の光学系を実現することができる。
【００３０】
　これに対して、条件式（２）の数値が上限値以上である場合、当該光学系の焦点距離に
対して当該両凹形状のレンズＬｒの焦点距離が短く、コマ収差、像面湾曲及び歪曲収差の
補正が困難になる。そのため、光学性能の良好な光学系を実現することが困難になり、好
ましくない。一方、条件式（２）の数値が下限値以下である場合、当該光学系の焦点距離
に対して当該両凹形状のレンズＬｒの焦点距離が長く、当該レンズＬｒの径の小型化を図
ることが困難になる。
【００３１】
　これらの効果を得る上で、条件式（２）において、その下限値は－０．４５であること
が好ましく、－０．４０であることがより好ましく、－０．３５であることが更に好まし
い。また、条件式（２）において、その上限値は－０．１２であることが好ましく、－０
．１３であることがより好ましく、－０．１４であることが更に好ましい。
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【００３２】
１－２－３．条件式（３）
　当該光学系は、以下の条件式（３）で表される条件を満足する負の屈折力を有するレン
ズを少なくとも１枚有することが好ましい。
【００３３】
　条件式（３）：１．８３　＜　Ｎｄｎ
　但し、
　Ｎｄｎ　：負の屈折力を有するレンズのｄ線における屈折率
【００３４】
　上記条件式（３）を満足する負のレンズとは、屈折率の高い硝材からなる負のレンズで
あることを意味する。この条件式（３）で表される条件を満足する負の屈折力を有するレ
ンズは、当該光学系に含まれていればよく、その配置や枚数は特に限定されるものではな
い。当該光学系は全体で正の屈折力を有する。そのため、当該光学系に含まれる負の屈折
力は、当該光学系に含まれる正の屈折力と比較すると弱い。そこで、当該光学系に上記条
件式（３）を満足する負の屈折力を有するレンズを含めることにより、ペッツバール和の
補正が容易となり、光学性能の高い光学系を実現することができる。
【００３５】
　上記効果を得る上で、条件式（３）の下限値は１．８４であることがより好ましい。ま
た、条件式（３）において、その上限値は２．４０であることが更に好ましい。
【００３６】
１－２－４．条件式（４）
　当該光学系において、前記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件を満足することが好ま
しい。
【００３７】
　条件式（４）：－３．２０　＜　ｆＬｒ／（ｆ×ｔａｎω）　＜　－０．９５
【００３８】
　上記条件式（４）は、上記両凹形状のレンズＬｒの焦点距離と、結像面の大きさとに関
する式である。ここで、条件式（４）においてｆＬｒ、ｆ、ｔａｎωは条件式（１）にお
いて述べたとおりである。条件式（４）を満足させることにより、結像面の大きさに対し
て、当該両凹形状のレンズＬｒの焦点距離が適切な範囲内となり、像面湾曲や歪曲収差の
補正を良好に行うことができる。ところで、固体撮像素子の各画素上にはオンチップマイ
クロレンズが設けられている。条件式（４）を満足させることで、結像面に対する光線の
入射角度が適正な範囲内となるため、オンチップマイクロレンズによる集光率が良好であ
り、オンチップレンズ開口効率、すなわち、光学系から射出された光量に対する各素子に
入射する光量の割合を大きくすることができる。
【００３９】
　これに対して、条件式（４）の数値が上限値以上になると、結像面の大きさに対して、
上記両凹形状のレンズＬｒの焦点距離が短くなり、像面湾曲や歪曲収差の補正が困難とな
り好ましくない。さらに、結像面に対する光線の入射角度が大きくなりすぎるため、上記
オンチップマイクロレンズよる集光率が低下する。すなわち、いわゆるケラレが生じ、オ
ンチップマイクロレンズにおける開口効率が低下する。そのため、周辺光量の低下が顕著
となり好ましくない。一方、条件式（４）の数値が下限値以下になると、結像面の大きさ
に対して、上記両凹形状のレンズＬｒの焦点距離が長くなる。そのため、結像面に対する
光線の入射角度が小さくなるため、当該両凹形状のレンズＬｒの径の小型化が困難となり
好ましくない。
【００４０】
　これらの効果を得る上で、条件式（４）の下限値は－３．００であることがより好まし
く、－２．８０であることが更に好ましく、－２．５６であることが一層好ましい。また
条件式（４）の上限値は－１．００であることがより好ましく、－１．２０であることが
更に好ましく、－１．４０であることが一層好ましい。
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【００４１】
１－２－５．条件式（５）
　当該光学系において、上記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件式（５）で表される条
件を満足することが好ましい。
【００４２】
　条件式（５）：
　－０．９０＜（ＣｒＬｒｆ＋ＣｒＬｒｒ）／（ＣｒＬｒｆ－ＣｒＬｒｒ）＜０．１５
　但し、
　ＣｒＬｒｆ ：前記両凹形状のレンズＬｒの最も物体側の面の曲率半径
　ＣｒＬｒｒ ：前記両凹形状のレンズＬｒの最も結像面側の面の曲率半径
【００４３】
　上記条件式（５）は、当該光学系において最も結像面側に配置された両凹形状のレンズ
Ｌｒの形状を規定するための式である。条件式（５）の範囲を満足すると、当該レンズＬ
ｒが両凹形状となる。この場合、当該レンズＬｒにおいて、最も物体側の面の曲率半径を
小さくせずとも、当該光学系の最も結像面側に強い負の屈折力を配置することが可能にな
る。また、当該レンズＬｒにおいて、最も物体側の面の曲率半径を小さくしすぎないこと
により、コマ収差の発生を抑制することができ、良好な光学性能を得る上でも好ましい。
【００４４】
　これらの効果を得る上で、条件式（５）の下限値は－０．８０であることがより好まし
く、－０．６５であることが更に好ましく、－０．５５であることが一層好ましい。また
条件式（５）の上限値は０．０５であることがより好ましく、０．０２であることが更に
好ましく、０．００であることが一層好ましい。
【００４５】
１－２－６．条件式（６）
　当該光学系において、以下の条件式（６）で表される条件を満足することが好ましい。
【００４６】
　条件式（６）：　０．２０　＜　ｔａｎθＹ１０　＜　０．６５
　但し、
　θＹ１０　：メリジオナル断面上において、半画角ωの光線の主光線が結像面に入射す
る角度
【００４７】
　ここで、半画角ωとは、条件式（１）の場合と同様に、当該光学系において上記両凹形
状のレンズＬｒが最も結像面に近い位置にあるときの当該光学系の半画角をいう。また、
主光線とは、当該光学系の入射瞳の中心を通る光線をいう。そして、半画角ωの光線の主
光線とは、入射瞳平面に対して光軸との角度ωで入射する主光線をいう。図７において実
線で例示する光線が、この半画角ωの光線の主光線である。そして、図７において、メリ
ジオナル断面上において、当該半画角ωの光線の主光線（実線）と結像面の法線（点線）
とがなす角度が上記θＹ１０である。また、図７において矢印で示す方向を正（＋）とし
、一点鎖線は光軸を表す。
【００４８】
　上記条件式（６）を満足させることにより、結像面に対する光線の入射角度が適正な範
囲内となるため、オンチップマイクロレンズによる集光率が良好であり、オンチップレン
ズ開口効率を大きくすることができる。また、従来よりも大型の固体撮像素子を用いた場
合も、当該光学系において最も結像面側に配置される当該レンズＬｒの径を小さく維持し
つつ、ミラーレスカメラに好適な、例えば約１５ｍｍ～３０ｍｍ程度のバックフォーカス
を維持することがより容易になる。そのため、当該光学系の光学全長方向及び径方向の小
型化を図ることがより容易になる。
【００４９】
　これに対して、条件式（６）の数値が上限値以上になると、結像面に対する光線の入射
角度が大きくなりすぎるため、オンチップレンズによる集光率が低下する。そのため、周
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辺光量の低下が顕著となり好ましくない。一方、条件式（６）の数値が下限値以下になる
と、結像面に対する光線の入射角度が小さくなりすぎるため、結像面の大きさに対して、
当該レンズＬｒの径の小型化を図ることが困難になる。その一方、バックフォーカスは長
くなる。そのため、従来よりも大型の固体撮像素子を用いた場合に、当該光学系の光学全
長方向及び径方向の小型化を図ることが困難になる。
【００５０】
　これらの効果を得る上で、条件式（６）の下限値は０．２１であることがより好ましい
。また条件式（６）の上限値は０．６３であることがより好ましく、０．５９であること
が更に好ましく、０．５２であることが一層好ましい。
【００５１】
１－２－７．条件式（７）
　当該光学系において、上記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面が、以下の条件を満足
することが好ましい。
【００５２】
　条件式（７）：　０．１０　＜　ＣｒＬｒｒ／ｆ　＜　４．００
　但し、
　ＣｒＬｒｒ ：両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面の曲率半径
【００５３】
　上記条件式（７）は、当該光学系の焦点距離に対する上記両凹形状のレンズＬｒの結像
面側の面の曲率半径の比を規定する式である。ここで、当該光学系の焦点距離とは、条件
式（１）の場合と同様に、当該光学系において上記両凹形状のレンズＬｒが最も結像面に
近い位置にあるときの値をいう。条件式（７）を満足させることにより、当該レンズＬｒ
の結像面側の面の曲率半径が当該光学系の焦点距離に対して適性な範囲内となり、収差補
正を良好に行うことができ、光学性能の高い光学系を得る上で好ましい。
【００５４】
　これに対して、条件式（７）の数値が上限値以上になると、当該両凹形状のレンズＬｒ
の結像面側の面の曲率半径が当該光学系の焦点距離に対して大きくなりすぎるため、像面
湾曲の補正が不足となり、光学性能の高い光学系を得ることが困難になる。一方、条件式
（７）の数値が下限値以下になると、当該両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面の曲率半
径が当該光学系の焦点距離に対して小さくなりすぎるため、コマ収差や歪曲収差の補正が
困難となり、光学性能の高い光学系を得ることが困難になる。
【００５５】
　但し、上記両凹形状のレンズＬｒが接合レンズである場合、上記条件式（７）に関して
、ＣｒＬｒｒで定義する上記両凹形状のレンズＬｒの結像面側の面の曲率半径とは当該両
凹形状のレンズＬｒが備える光学面のうち、最も結像面側に配置される光学面の有効半径
をいうものとする。
【００５６】
　これらの効果を得る上で、条件式（７）の下限値は０．１５であることがより好ましく
、０．２０であることが更に好ましく、０．２５であることが一層好ましい。また、条件
式（７）の上限値は３．００であることがより好ましく、２．２０であることが更に好ま
しく、１．５０であることがより一層好ましく、１．００であることがより一層好ましい
。
【００５７】
１－２－８．条件式（８）
　当該光学系において、上記両凹形状のレンズＬｒが、以下の条件を満足することが好ま
しい。
【００５８】
　条件式（８）：１．４０　＜　βＬｒ　＜　１．７０
　但し、
　βＬｒ　：　上記両凹形状のレンズＬｒの横倍率
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【００５９】
　上記条件式（８）は、上記両凹形状のレンズＬｒの横倍率を規定する式である。条件式
（８）を満足させることにより、当該両凹形状のレンズＬｒの横倍率が適正な範囲内にな
り、当該光学系の望遠化を図ったときも、収差補正を良好に行うことができ、光学性能の
高い光学系を実現することがより容易になる。これと同時に、当該光学系の小型化を図る
こともより容易になる。
【００６０】
　これに対して、条件式（８）の数値が上限値以上になると、当該両凹形状のレンズＬｒ
の横倍率が大きくなり過ぎるため、最も結像面側に配置されるレンズによる像の拡大効果
が大きく、球面収差や像面湾曲、コマ収差等の収差補正が困難となる。そのため、良好な
光学性能を実現するには、少ないレンズ枚数で光学系を構成することが困難になり、光学
系の小型化を図ることが困難になるため好ましくない。一方、条件式（８）の数値が下限
値以下になると、上記両凹形状のレンズＬｒの横倍率が小さくなり過ぎるため、最も結像
面側に配置されるレンズによる像の拡大効果が小さく、光学全長の小型化が困難となり好
ましくない。
【００６１】
　これらの効果を得る上で、条件式（８）の下限値は１．４５であることがより好ましく
、１．５０であることが更に好ましい。また条件式（８）の上限値は１．６８であること
がより好ましく、１．６６であることが更に好ましい。
【００６２】
１－２－９．条件式（９）
　当該光学系において、最も物体側に配置される面が以下の条件式（９）で表される条件
を満足することが好ましい。
【００６３】
　条件式（９）：０．１０　＜　ＣｒＬ１ｆ／ｆ　＜　４．００
　但し、
　ＣｒＬ１ｆ　：　当該光学系において最も物体側に配置される面の曲率半径
【００６４】
　上記条件式（９）は、当該光学系の焦点距離に対する、当該光学系の最も物体側に配置
される面の曲率半径の比を規定する式である。ここで、光学系の焦点距離ｆは、条件式（
１）の場合と同様に、当該光学系において上記両凹形状のレンズＬｒが最も結像面に近い
位置にあるときの値をいう。条件式（９）を満足させることにより、当該光学系の望遠化
を図ったときも、収差補正を良好に行うことができ、光学性能の高い光学系を実現するこ
とがより容易になる。これと同時に、当該光学系の小型化を図ることもより容易になる。
【００６５】
　これに対して、条件式（９）の数値が上限値以上になると、すなわち当該光学系の焦点
距離に対して、最も物体側に配置される面の曲率半径が大きくなり、像面湾曲や歪曲の補
正が不足となり、高性能な光学系を実現する上で好ましくない。一方、条件式（９）の数
値が下限値以下になると、すなわち当該光学系の焦点距離に対して、最も物体側に配置さ
れる面の曲率半径が小さくなり、球面収差の補正が困難となり好ましくない。
【００６６】
　これらの効果を得る上で、条件式（９）の下限値は０．１５であることがより好ましく
、０．２５であることが更に好ましく、０．３０であることが一層好ましい。また条件式
（９）の上限値は３．５０であることがより好ましく、３．００であることが更に好まし
く、２．８０であることが一層好ましい。
【００６７】
１－２－１０．条件式（１０）
　当該光学系が、物体側から順に正の屈折力を有する第１レンズ群、負の屈折力を有する
第２レンズ群及び正の屈折力を有する第３レンズ群から構成され、第２レンズ群を被写体
の距離に応じて光軸方向に移動させることで合焦を行う場合、当該第２レンズ群が以下の
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条件式（１０）で表される条件を満足することが好ましい。
【００６８】
　条件式（１０）：
　―８．０　＜　｛１－（β２×β２）｝×β３×β３　＜　－０．５
　但し、
　β２　：　第２レンズ群の横倍率
　β３　：　第３レンズ群の横倍率
【００６９】
　上記条件式（１０）は、当該光学系を上記構成としたときの第２レンズ群のフォーカス
敏感度、すなわちフォーカス群である第２レンズ群が単位量動いた場合の像面移動量を規
定するための式である。上記構成において、条件式（１０）を満足させることにより、無
限遠物体から有限距離物体への合焦時の移動量を適正な範囲内にすることができ、且つ、
当該光学系の光学全長の小型化を実現することが容易になる。また、フォーカス敏感度が
適正な範囲内となり、合焦時の第２レンズ群の駆動制御が容易になる。
【００７０】
　これに対して、条件式（１０）の数値が上限値以上になると、すなわちフォーカス敏感
度が小さくなりすぎると、無限遠物体から有限距離物体への合焦時の移動量が大きくなり
、光学全長の小型化が困難となり好ましくない。一方、条件式（１０）の数値が下限値以
下になると、すなわちフォーカス敏感度が大きくなりすぎると、ピント位置の位置ずれを
補正するためのフォーカス群の移動量が小さくなり過ぎるため、高精度の制御が必要とな
るため好ましくない。
【００７１】
　これらの効果を得る上で、条件式（１０）の下限値は－６．５であることがより好まし
く、－５．０であることが更に好ましく、－４．０であることが一層好ましく、－３．５
であることがより一層好ましい。また、条件式（１０）の上限値は－０．７であることが
より好ましく、－０．９であることが更に好ましく、－１．１であることが一層好ましく
、－１．３であることがより一層好ましい。
【００７２】
１－２－１１．条件式（１１）
　当該光学系において、上記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径と、上記両凹
形状のレンズＬｒと空気間隔を隔てて物体側に配置されるレンズ面の有効半径と、が以下
の条件を満足することが好ましい。
【００７３】
　条件式（１１）：　１．００　＜　Ｈｐｒ／Ｈｒｆ
　但し、
　Ｈｐｒ　：　前記両凹形状のレンズＬｒと空気間隔を隔てて物体側に配置されるレンズ
面の有効半径
　Ｈｒｆ　：　前記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径
【００７４】
　上記条件式（１１）は、上記両凹形状のレンズＬｒの空気間隔を隔てて物体側に配置さ
れるレンズ面の有効半径に対する上記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径の比
を規定する式である。条件式（１１）を満足する（換言すれば、前記両凹形状のレンズＬ
ｒの物体側の面より、その物体側に配置される面の有効径が大きくなる）と、当該光学系
において最も結像面側に配置されるレンズＬｒに対して、入射する光線が集光する方向の
光線角度を有することとなり、当該レンズＬｒの有効径を小さくすることができ、当該光
学系の小型化を実現することがより容易になる。
【００７５】
　但し、上記両凹形状のレンズＬｒが接合レンズである場合、上記条件式（１１）に関し
て、Ｈｒｆで定義する上記両凹形状のレンズＬｒの物体側の面の有効半径とは当該両凹形
状のレンズＬｒが備える光学面のうち、最も物体側に配置される面の有効半径をいうもの
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とする。
【００７６】
　これらの効果を得る上で、条件式（１１）の上限値は３．００であることがより好まし
く、２．００であることが更に好ましく、１．５０であることが一層好ましく、１．４０
であることがより一層好ましい。
【００７７】
２．撮像装置
　次に、本件発明に係る撮像装置について説明する。本件発明に係る撮像装置は、上記本
件発明に係る光学系と、当該光学系の像面側に設けられた、当該光学系によって形成され
た光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴とする。
【００７８】
　ここで、撮像素子等に特に限定はなく、ＣＣＤ（Charge Coupled Device）センサやＣ
ＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor）センサなどの固体撮像素子等も用
いることができる。本件発明に係る撮像装置は、デジタルカメラやビデオカメラ等のこれ
らの固体撮像素子を用いた撮像装置に好適である。また、当該撮像装置は、レンズが筐体
に固定されたレンズ固定式の撮像装置であってもよいし、一眼レフカメラやミラーレス一
眼カメラ等のレンズ交換式の撮像装置であってもよいのは勿論である。本件発明に係る光
学系は、結像面の大きさに対して、バックフォーカスを小さくすることができる。そのた
め、本件発明に係る撮像装置は、例えば、ミラーレス一眼カメラ等の光学式ファインダー
や、位相差センサ、これらに光路を導くためのリフレックスミラー等を備えていない小型
の撮像装置に好適である。
【００７９】
　本発明の撮像装置は、前記撮像素子により取得した撮像画像データを電気的に加工して
、撮像画像の形状を変化させる画像処理部や、当該画像処理部において撮像画像データを
加工するために用いる画像補正データ、画像補正プログラム等を保持する画像補正データ
保持部等を有することがより好ましい。光学系を小型化した場合、結像面において結像さ
れた撮像画像形状の歪み（歪曲）が生じやすくなる。その際、画像補正データ保持部に予
め撮像画像形状の歪みを補正するための歪み補正データを保持させておき、上記画像処理
部において、画像補正データ保持部に保持された歪み補正データを用いて、撮像画像形状
の歪みを補正することが好ましい。このような撮像装置によれば、光学系の小型化をより
一層図ることができ、秀麗な撮像画像を得ると共に、撮像装置全体の小型化を図ることが
できる。
【００８０】
　さらに、本件発明に係る光学系において、上記画像補正データ保持部に予め倍率色収差
補正データを保持させておき、上記画像処理部において、画像補正データ保持部に保持さ
れた倍率色収差補正データを用いて、当該撮像画像の倍率色収差補正を行わせることが好
ましい。画像処理部により、倍率色収差、すなわち、色の歪曲収差を補正することで、光
学系を構成するレンズ枚数を削減することが可能になる。そのため、このような撮像装置
によれば、光学系の小型化をより一層図ることができ、秀麗な撮像画像を得ると共に、撮
像装置全体の小型化を図ることができる。
【００８１】
　上記説明した本件発明に係る光学系は、当該光学系の焦点距離、Ｆｎｏ、変倍比、群構
成等によらず小型化を図ることができる。そのため、従来と比して大型の撮像素子に適用
することができ、焦点距離が長く、且つ、良好な光学性能を有する小型の光学系及び撮像
装置を実現することができる。
【００８２】
　次に、実施例を示して本件発明を具体的に説明する。但し、本件発明は以下の実施例に
限定されるものではない。以下に挙げる各実施例の光学系は撮像光学系であり、デジタル
カメラ、ビデオカメラ、銀塩フィルムカメラ等の撮像装置（光学装置）に適用可能である
。また、各レンズ断面図において、図面に向かって左方が物体側、右方が結像面側である
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。
【実施例１】
【００８３】
（１）光学系の構成
　図１は、本件発明に係る実施例１の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
から構成されている。無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ群Ｇ１と第３
レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿って物体側に
移動する。開口絞りＳは第１レンズ群Ｇ１の内部に配置されている。
【００８４】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、両凸レンズＬ１と、結像面側の面が反射ミラー
で構成される物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズＬ２と、物体側の面が反射ミラー
で構成される物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズＬ３と、物体側に凸形状の負メニ
スカスレンズＬ４、両凸レンズＬ５及び上記負メニスカスレンズＬ２を接合した接合レン
ズと、両凸レンズＬ６及び物体側に凹形状の負メニスカスレンズＬ７を接合した接合レン
ズとから構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ３の結像面側の面が開口絞りＳであ
る。
【００８５】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸形状の負メニスカスレンズＬ８から構成されている。
【００８６】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凸レンズＬ９と、両凹レンズＬ１０とから構
成されている。ここで、当該光学系において、最も結像面側に配置された両凹レンズＬ１
０が本件発明にいう両凹形状のレンズＬｒである。
【００８７】
　なお、当該光学系において、手振れ発生時には、光学系に含まれる少なくとも１枚のレ
ンズを偏芯させることでブレ補正を行うことができる。例えば、第１レンズ群Ｇ１中の両
凸レンズＬ６及び負メニスカスレンズＬ７を接合した接合レンズを防振レンズ群とし、当
該接合レンズを光軸と垂直な方向に動かすことで、結像面ＩＭＧ上のブレ補正を行うこと
ができる。
【００８８】
　また、「ＩＭＧ」は結像面であり、具体的にはＣＣＤセンサ、ＣＭＯＳセンサ等の固体
撮像素子の撮像面、或いは、銀塩フィルムのフィルム面等を表す。また、結像面ＩＭＧの
物体側にはカバーガラスＣＧ等の実質的な屈折力を有さない平行平板を備える。これらの
点は、他の実施例で示す各レンズ断面図においても同様であるため、以下では説明を省略
する。
【００８９】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表１に当該光
学系の面データを示す。表１において、「面番号」は物体側から数えたレンズ面の順番、
「ｒ」はレンズ面の曲率半径、「ｄ」はレンズ面の光軸上の間隔、「Ｎｄ」はｄ線（波長
λ＝５８７．５６ｎｍ）に対する屈折率、「νｄ」はｄ線に対するアッベ数、「Ｈ」は有
効半径を示している。また、面番号の次の欄に表示する「ＡＳＰ」は当該レンズ面が非球
面であることを表し、「Ｓ」は開口絞りを表している。さらに、レンズ面の光軸上の間隔
の欄に、「Ｄ１８」、「Ｄ２０」等と示すのは、当該レンズ面の光軸上の間隔が合焦時に
変化する可変間隔であることを意味する。なお、各表中の長さの単位は全て「ｍｍ」であ
り、画角の単位は全て「°」であり、「ＩＮＦ」は無限大であることを表している。
【００９０】
　表２に、当該光学系の光軸上の可変間隔を示す。可変間隔は、無限遠合焦時及び１．９
ｍ合焦時における各レンズ面間の間隔を示している。



(15) JP 2018-72457 A 2018.5.10

10

20

【００９１】
　表３に、当該光学系を構成する各レンズ群の焦点距離を示す。
【００９２】
　表４は、当該光学系の緒元表である。当該緒元表には、無限遠物体合焦時における当該
光学系の焦点距離「ｆ」、Ｆナンバー「Ｆｎｏ．」、半画角「ω」、像高「Ｙ」、光学全
長「ＴＬ」を示す。
【００９３】
　また、表１４に、各条件式（１）～条件式（１１）の数値を示す。これらの表に関する
事項は実施例２～実施例３で示す各表においても同様であるため、以下では説明を省略す
る。
【００９４】
　また、図２に当該実施例１の光学系無限遠合焦時の縦収差図を示す。各図に示す縦収差
図は、図面に向かって左側から順に、それぞれ球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、歪
曲収差（％）である。球面収差を表す図では、縦軸は開放Ｆ値との割合、横軸にデフォー
カスをとり、実線がｄ線（波長λ＝５８７．６ｎｍ）、点線がｇ線（波長λ＝４３５．８
ｎｍ）における球面収差を示す。非点収差を表す図では、縦軸は像高、横軸にデフォーカ
スをとり、実線がｄ線に対するサジタル像面（ｄｓ）、点線がｄ線に対するメリジオナル
像面（ｄｍ）を示す。歪曲収差を表す図では、縦軸は像高、横軸に％をとり、歪曲収差を
表す。これらの縦収差図に関する事項は、他の実施例で示す縦収差図においても同様であ
るため、以下では説明を省略する。
【００９５】
　また、当該光学系の無限遠合焦時におけるバックフォーカス「ｆｂ」は以下のとおりで
ある。但し、以下の値は、厚さ２．５ｍｍのカバーガラス（Ｎｄ＝１．５１６８）を含ま
ない値であり、他の実施例に示すバックフォーカスも同様である。
　ｆｂ＝　２９．３５８（ｍｍ）
【００９６】
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【００９７】
【表２】

【００９８】
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【表３】

【００９９】
【表４】

【実施例２】
【０１００】
（１）光学系の構成
　図３は、本件発明に係る実施例２の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
から構成されている。無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ群Ｇ１と第３
レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿って物体側に
移動する。開口絞りＳは第３レンズ群Ｇ３の最も物体側に配置されている。
【０１０１】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸形状の正メニスカスレンズＬ１、両
凸レンズＬ２及び両凹レンズＬ３を接合した接合レンズと、両凸レンズＬ４と、両凹レン
ズＬ５と、両凸レンズＬ６とから構成されている。
【０１０２】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凹レンズＬ７から構成されている。
【０１０３】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、開口絞りＳと、物体側に凸形状の負メニスカス
レンズＬ８及び両凸レンズＬ９を接合した接合レンズと、物体側に凸形状の負メニスカス
レンズＬ１０と、両凸レンズＬ１１と、両凸レンズＬ１２と、両凹レンズＬ１３とから構
成されている。ここで、当該光学系において、最も結像面側に配置された両凹レンズＬ１
３が本件発明にいう両凹形状のレンズＬｒである。また、負メニスカスレンズＬ１０は両
面を非球面形状としたガラスモールド型非球面レンズ、又は研削加工による非球面レンズ
である。
【０１０４】
　なお、当該光学系において、手振れ発生時には、光学系に含まれる少なくとも１枚のレ
ンズを偏芯させることでブレ補正を行うことができる。例えば、第３レンズ群Ｇ３中のレ
ンズＬ１０を防振レンズとし、当該レンズＬ１０を光軸と垂直な方向に動かすことで、結
像面ＩＭＧ上のブレ補正を行うことができる。
【０１０５】
（２）数値実施例
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　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表５に、当該
光学系の面データを示す。表６に、当該光学系の光軸上の可変間隔を示す。当該可変間隔
は、無限遠合焦時及び０．９５ｍ合焦時における各レンズ面間の間隔を示している。表７
に、当該光学系を構成する各レンズ群の焦点距離を示す。表８は、当該光学系の緒元表で
ある。表９は、各非球面の非球面係数である。当該非球面係数は、各非球面形状を下記式
で定義したときの値である。また、表１４に、各条件式（１）～条件式（１１）の数値を
示す。
【０１０６】
　X(Y)=　(Y2/r)/[1+(1-ε・Y2/r2)1/2]+A4・Y4+A6・Y6+A8・Y8+A10・Y10+A12・Y12

【０１０７】
　但し、表９において、「Ｅ－ａ」は「×１０－ａ」を示す。また、上記式において、「
Ｘ」は光軸方向の基準面からの変位量、「ｒ」は近軸曲率半径、「Ｙ」は光軸に垂直な方
向の光軸からの高さ、「ε」は円錐係数、「Ａｎ」はｎ次の非球面係数とする。
【０１０８】
　また、図４に、当該実施例２の光学系の無限遠合焦時の縦収差図を示す。さらに、当該
光学系の無限遠合焦時におけるバックフォーカスは以下のとおりである。
　ｆｂ＝　２５．９７９（ｍｍ）
【０１０９】
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【表５】

【０１１０】
【表６】

【０１１１】
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【表７】

【０１１２】
【表８】

【０１１３】

【表９】

【実施例３】
【０１１４】
（１）光学系の構成
　図５は、本件発明に係る実施例３の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
から構成されている。無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ群Ｇ１と第３
レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿って物体側に
移動する。開口絞りＳは第３レンズ群Ｇ３の内部に配置されている。
【０１１５】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸形状の正メニスカスレンズＬ１と、
物体側に凸形状の正メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸形状の負メニスカスレンズＬ３
及び両凸形状の正レンズＬ４を接合した接合レンズと、両凸形状の正レンズＬ５及び両凹
形状の負レンズＬ６を接合した接合レンズとから構成されている。
【０１１６】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凹レンズＬ７から構成されている。
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【０１１７】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凸形状の正レンズＬ８及び物体側に凹形状の
負メニスカスレンズＬ９を接合した接合レンズと、開口絞りＳと、物体側に凸形状の負メ
ニスカスレンズＬ１０と、両凸レンズＬ１１と、両凹レンズＬ１２と、両凸レンズＬ１３
と、両凹レンズＬ１４とから構成されている。ここで、当該光学系において、最も結像面
側に配置された両凹レンズＬ１４が本件発明にいう両凹形状のレンズＬｒである。
【０１１８】
　なお、当該光学系において、手振れ発生時には、光学系に含まれる少なくとも１枚のレ
ンズを偏芯させることでブレ補正を行うことができる。例えば、第３レンズ群Ｇ３中のレ
ンズＬ１０を防振レンズとし、当該レンズＬ１０を光軸と垂直な方向に動かすことで、結
像面ＩＭＧ上のブレ補正を行うことができる。
【０１１９】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表１０に、当
該光学系の面データを示す。表１１に、当該光学系の光軸上の可変間隔を示す。当該可変
間隔は、無限遠合焦時及び０．８７ｍ合焦時における各レンズ面間の間隔を示している。
表１２に、当該光学系を構成する各レンズ群の焦点距離を示す。表１３は、当該光学系の
緒元表である。また、表１４に、各条件式（１）～条件式（１１）の数値を示す。
【０１２０】
　また、図６に、当該実施例３の光学系の無限遠合焦時の縦収差図を示す。さらに、当該
光学系の無限遠合焦時におけるバックフォーカスは以下のとおりである。
　ｆｂ＝　２１．６３６（ｍｍ）　　
【０１２１】
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【表１０】

【０１２２】
【表１１】

【０１２３】
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【表１２】

【０１２４】
【表１３】

【０１２５】

【表１４】

【産業上の利用可能性】
【０１２６】
　本件発明によれば、大型の撮像素子に適用することができ、焦点距離が長く、且つ、良
好な光学性能を有する小型の光学系及び撮像装置を提供することができる。
【符号の説明】
【０１２７】
　Ｇ１　・・・第１レンズ群
　Ｇ２　・・・第２レンズ群
　Ｇ３　・・・第３レンズ群
　Ｆ　　・・・フォーカス群
　Ｓ　　・・・開口絞り
　ＣＧ　・・・カバーガラス
　ＩＭＧ・・・結像面
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